












た EU 5 に移行し、紛争への対処に乗り出す土台を形作った。しかし、新たに
導入した共通防衛政策を巡って EU内に対立が生じ、新たな領域での進展は停
滞した。
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1952 年に発足した欧州石炭鉄鋼共同体は、1958 年に共同市場を目指す EEC
として再出発し、1967 年発足の ECを経て、1993 年にマーストリヒト条約の





















なった問題は、1996 年 EU諸国政府間会議（以後 IGCと表記）での再検討が
予定され、1997 年 6 月のアムステルダム EU理事会での合意に向けて EU条約
の見直しがなされることになった。





























に依頼することを規定し（J 4 条 2 項）、EUが直接共通防衛政策を実施する機
能を持つには至らなかった。









（1995 年）」は、1996 年 6 月にベルリンでの NATO理事会で合意される、共同
統合任務部隊（CJTF）構想を支持するイギリス政府の立場を明確にしている。
CJTF構想は、実質的な防衛能力に乏しいWEUに NATOの能力やリソー








1996 年 IGCでは、旧ユーゴでの民族紛争の拡大に対して EUが効果的に対
処できず、1995 年 11 月にアメリカ主導で平定された状況を反映して、EUが
実質的な防衛力を持つことへの要求が高まっていた。そうした中で、統合推進












推進派と大西洋派が対立する 1996 年 ICGにおいて、両派の歩み寄りを可能に
する一つの提案がなされた。それは、1995 年に EUへの加盟を果たしたばか
りのフィンランドとスウェーデンによる共同提案であり、「人道・救難、平和
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ことがイギリスの方針に適っていたからである。また、イギリスが IGCの開
始時期と重なる 1996 年の前半（ 1月～ 6月）にWEUの議長国であったこと
は、非同盟国の立場を支持し、共同提案をおこなう環境を整える上で重要で
あった。イギリスの代表としてWEUの議長を務めたジョン・ゴウルデン（Sir 


















































































































































































1998 年 12 月のサン・マロ英仏共同宣言の数日後、アメリカのオルブライ









するべきであることを強調した 52。このアメリカの姿勢は、1999 年 4 月 24 日
にワシントンで開かれた NATO首脳会議で採択された文書にも表れていた 53。
それは、自律的に決定し行動する EUの決意を認め（第 9項 a）、NATOの全
体が関与しない場合［つまり、アメリカが関与しない場合］、EUがWEUを介
在せずに NATOの能力を利用することを保証した（第 10 項 a）。ただし、それ
は、「大西洋同盟に貢献する」という立場から述べられており、EUの任務は
1996 年の CJTF構想採択以来 NATOとWEUが構築してきた指揮体系に従うこ
とを前提としていた。それは、EUが利用可能な NATOの能力について NATO
が事前に特定し、EUの危機管理活動に NATOの能力を利用することについて
NATOに決定権があることを示している（第 10 項 b）。
こうしたアメリカの警告にも関わらず、サン・マロに続き 1999 年 6 月にド
イツのケルン、及び 12 月にフィンランドのヘルシンキで開かれた EU理事会
での決定事項は、アメリカの想定よりも EUの自律性が強調されるものとなっ
た。1999 年 6 月 3 ～ 4 日のケルン EU理事会では、サン・マロ英仏共同宣言
が承認され、EUが自律的な危機管理に踏み出すことは EU全体の同意を得た。






























































































 1　 1998 年 12 月英仏首脳会議で、危機管理に対処可能な EUの防衛力保有について英仏
が同意したことを受け、1999 年 6 月 EU理事会で EUの三本柱の一つである CFSPの
枠内に安全保障・防衛に関する共通の欧州政策が立ち上げられた。EU条約は当初、
CFSPは将来共通防衛政策の策定の可能性を含むと規定し、防衛力を持たない EUに
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ヴェニアとクロアチアの独立宣言を機に内戦が勃発し、旧ユーゴの解体に繋がる冷
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